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要　旨
　本研究では那須塩原市と鹿沼地区において持続的な森林経営を考慮した森林バイオマス収穫の可能性について検
討した。チェーンソー、林内作業車による従来型作業システムと、プロセッサ、フォワーダを導入した機械導入型
作業システムの 2 つの作業システムにおいて森林バイオマス通常搬出、森林バイオマス土場渡し、森林バイオマス
搬出なしの 3 つの搬出方法を用いて小班単位で、植林から主伐までの 60 年伐期全体の経済収支を算出した。その
結果、森林バイオマス収穫が 60 年伐期全体の経済収支に与える影響は大きく、3 つの搬出方法の中では土場渡し機
械導入型が最も収支プラスとなる小班が多く、森林バイオマス収穫はある条件では持続的な森林経営に貢献するこ
とが分かった。また、収益が最大となる作業システムや搬出方法は面積と平均傾斜に影響されることが分かったた
め、収益最大となるよう作業システムや搬出方法の適正化を行ったところ、収支がプラスとなる小班割合が両対象
地とも上昇した。また、面積の小さい小班が収支マイナスとなる傾向があったため、分水界を用いて団地化を行い、
再び適正化したところ両対象地で収支プラス小班がほぼ 100％となった。最後に、今後の路網整備を想定しない場合、
那須塩原市では収支プラスとなる林分が 2,879 小班から 1,801 小班に、鹿沼地区では 23,551 小班から 8,940 小班と
減少した。これより、適正化、団地化、路網整備を行うことでコストは低下し、用材搬出だけでなく森林バイオマ
ス搬出にも有効であることが分かった。
キーワード：森林バイオマス、経済収支、適正化、団地化、路網整備
ABSTRACT
　The purpose of this study is to clarify feasibility of forest biomass harvesting under sustainable forest management in 
Nasushiobara city and Kanuma area. Economic balances regarding 60 years rotation were estimated based on two types of timber 
harvesting system (conventional system conducted by chainsaw and mini-forwarder, and mechanized system introducing processor 
and forwarder) and three types of forest biomass harvesting system (normal forest biomass harvesting system, the system taking 
over forest biomass at landing, and no forest biomass harvesting system) in each sub-compartment. The results showed forest 
biomass harvesting had a large impact on economic balances regarding 60 years rotation and most sub-compartments were 
extracted as profitable sub-compartments in case of the mechanized system introducing processor and forwarder, and the system 
taking over forest biomass at landings among two types of timber harvesting system and three types of forest biomass harvesting 
system. Thus, forest biomass harvesting contributed to sustainable forest management under certain timber and forest biomass 
harvesting system. The most profitable timber and forest biomass harvesting system for sub-compartments were influenced by 
areas and average slope angles of sub-compartments. Applying the appropriate timber and forest biomass harvesting system　
for each sub-compartment improved economic balances and the number of profitable sub-compartments was increased on both 
areas. Economic balances for small sub-compartments tended to be negative. However, economic balances for almost all sub-
compartments on both areas were profitable with extending forestry-operation sites while merging small sub-compartments based 
on water catchment areas and applying the appropriate harvesting system. If any forest road networks were not established in the 
future, the number of profitable sub-compartments was reduced from 2,879 to 1,801 in Nasushiobara city and from 23,551 to 
8,940 in Kanuma area. Therefore, applying the appropriate harvesting system, extending forestry-operation sites, and forest road 
network establishment reduced costs and were effective for forest biomass harvesting as well as timber harvesting.
Keywords: forest biomass, economic balance, applying appropriate harvesting system, extending forestry-operation sites, forest 
road network establishment
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1．はじめに
1.1　背景
　木質バイオマス発電施設は地球温暖化対策として導
入されだしたが、現在では企業の社会的責任や、地域
の活性化、また森林整備の一端を担うためにも注目さ
れている。栃木県南部に位置する佐野市では、2009
年 4 月から燃料の 65％、年間 10 万トン（生材重量、
以下同様）を木質バイオマスで賄う発電施設がセメン
ト工場にて本格稼動し 30）、企業の社会的責任の一環
として森林整備加速化・林業再生事業 25）を活用しな
がら、森林バイオマスの受け入れを 2010 年 3 月から
開始した。
　また、栃木県北部に位置する那須野ヶ原地域では、
農業団体が水源林を整備する際に発生する林地残材を
森林バイオマスとして、木質ガス化発電に利用するこ
とを検討している 6,18,19)。さらに鹿沼市でも佐野市の
バイオマス発電施設などにチップを納入することを視
野に入れて製材工場にチップ工場が併設され、上記の
事業も活用して林地残材を受け入れている。
　このように栃木県内でも森林バイオマス利用推進の
動きが拡大しており、これまで未利用だった林地残材
に活用の場を提供することになり、林業経営の一助と
なるとともに、森林や基盤整備の促進などが期待され
る。しかしながら、これらの事業計画が推進される場
合、森林整備のコストに加えて森林バイオマスを搬出
するコストがかかるため、低コストで森林を整備し、
森林バイオマスを搬出する作業システムを構築し、コ
スト把握などによる収穫可能性や収穫可能量の検討が
必要となってくる。
　一方で、更新費が賄えるほどの収益が得られないな
どの理由から、伐採後植栽が行われない再造林放棄地
が、九州・四国地方を中心に全国で増加しつつある
28）。持続的な林業経営のためには再造林放棄地が発生
しないことが望ましく、こうした森林バイオマスの利
用が持続的林業経営を支援する立場でなければならな
い。そのため、森林バイオマス収穫が伐期全体の収支
に及ぼす影響を明らかにする必要がある。
1.2　既往の研究
　森林バイオマスの収穫作業に関する研究には、井内
4）や上村ら 5）による木質バイオマスの賦存量や供給可
能量を推定する基礎的研究から、久保山ら 8）による
林業・林産業バイオマス供給曲線の導出、佐々木ら
20）や森口ら 10）によるチップの供給システムやチップ
化の順序による林地残材の収穫コストの変化を分析し
ているものなど現場レベルで多数の研究が行われてい
る。また、Yoshioka ら 32）、有賀ら 1 ～ 3）、土屋ら 29）な
どによる GIS を用いた広域的な検討も幅広く行われ
ており、集材方式、材価変動、間伐補助金による森林
バイオマス発生量の変化やそれに対応した最適なエネ
ルギープラントの規模や配置を検討している。
　一方で森林バイオマスに限らず、森林作業全体でか
かるコストの把握が持続可能な林業経営のためには必
要である。そのため森林の基礎情報や作業条件から収
穫コスト、収益を推定する研究も進められている。林
業の収支を分析するソフトウェアとして森林総合研究
所による FORCAS9）や、Murakami ら 11）による栃木県
鹿沼地域を対象に行った広域的な試算がある。しかし、
森林バイオマスの搬出も考慮した経済性評価はまだ少
なく 7,31）、植林から主伐までの森林バイオマス収穫を
考慮し、持続的な林業経営を可能とする林分の把握の
ための経済性評価を行った研究はない。
1.3　研究の目的
　本研究では森林バイオマス利用計画が立案されてい
る那須塩原市及び鹿沼地域（鹿沼市及び西方町）全域
を対象に植林から主伐更新を含めた伐期全体の収支分
析を行い、主に経済面において持続可能な森林経営が
行えると推察される林分からの森林バイオマス収穫の
可能性を検討し、作業システムや搬出方法が伐期全体
の収支にどのように影響するのかを明らかにする。
2．対象地・データの概要
2.1　那須塩原市
　栃木県那須塩原市は栃木県北部に位置し、那珂川
流域に属する（図− 1）。総面積 59,280ha、森林面積
38,689ha で森林率 65％であるものの、そのうち国有
林が 24,981ha で、民有林は 13,708ha である。本研究
の対象である民有林のスギ林分は 2,850ha（7,340 小
班）、ヒノキ林分は 1,103ha（2,521 小班）、計 3,953ha
（9,861 小班）と総面積の 6％程度である。戦後の拡大
造林の影響から 10 齢級が最も多く、全体の 33％を占
める（図− 2）。北部に山岳部を構えているものの、
そのほとんどが国有林で、民有林では北側を那珂川、
南側を箒川に挟まれた緩やかな傾斜の扇状地となって
おり、対象林分の平均傾斜は 9.7 度と平地林で屋敷林
が多く、分散している地域である（図− 3）。そのた
図－ 1　那須塩原市の概要
図－ 2　齢級分布
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め林内路網密度は 27m/ha と高い。なお、林内路網密
度は、民有林内の路網量を民有林面積で割った値であ
る。那須塩原市には那須塩原市近縁の大田原市に森林
組合管轄の黒羽共販所があり、また那須野ヶ原地域の
計画で、中央部に位置する道の駅の隣接地に木質ガス
化発電施設の建設が検討されている。
2.2　鹿沼地区
　一方で鹿沼市、及び南部に位置する西方町は栃木県
中央部に位置し、同じ渡良瀬川上流に属する（図− 4）。
鹿沼市の総面積は 49,000ha、森林面積 34,223ha で森林
率 70％と高い値を示し、そのうち国有林が 1,642ha、
民有林が 32,581ha である。地位分布は那須塩原市と
比較すると高いこともあり（図− 5）、昔から林業が
盛んな地域である。西方町の総面積は 3,200ha で、森
林面積は全てが民有林で 1,370ha となり、森林率 42
％となっており、2 市町を併せた面積は 52,200ha、森
林面積は 35,593ha、森林率は 68％となる。このう
ち、本研究の対象となる民有林のスギ林分は 17,341ha
（30,104 小班）、ヒノキ林分は 9,950ha（19,957 小班）、
計 27,291ha（50,061 小班）と、那須塩原市とは対照的
に総面積の 51％を占める。齢級分布は那須塩原市と
同様、戦後の拡大造林によって 10 齢級が最も多い（図
− 2）。西部に足尾山地を構えるため、対象林分の平
均傾斜は 21.5 度と那須塩原市と比較して高い値を示
す（図− 3）。林内路網密度は 18m/ha と、急地形であ
るため、那須塩原市と比較して低い。鹿沼市には、鹿
沼森林組合が管轄する共販所があり、東部にチップ工
場が建設された。
2.3　データの概要
　データは栃木県庁より、対象地の森林簿（樹種、林齢、
地位）、林道位置・小班界の shape データ、国土地理
院発行の数値地図より数値標高モデル（DEM）、道路
データを入手した。これらのデータを 50m × 50m メ
ッシュにラスター化し、ラスターベースでの解析を行
った。
　対象はそれぞれの民有林スギ・ヒノキ林分で、50m
× 50m メッシュで判別可能であった小班を対象とし
た（表− 1）。両地域とも 0.5ha 以下の面積の小班が多
いため、小班数が大幅に減少するが、面積では大きな
変化はない（図− 6、表− 1）。
3．対象地における因子の算出
3.1　平均集材距離
　本章ではコスト比較に必要な因子の算出方法につい
て記した。まず集材距離は小班内に設置した土場から、
小班内の各セルまでの距離の平均値を使用した。土場
の設定は、小班内で 1）路網、2）小班の重心、3）森
林バイオマス運搬目的地のいずれからも最短となるセ
ルを土場と仮定した（図− 7）。
図－ 3　林地傾斜
図－ 4　鹿沼地区の概要
図－ 5　地位分布
図－ 6　小班面積の割合
図－ 7　土場選定模式図
表－ 1　対象小班数と面積
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3.2　運搬距離と到達路網配置
　運搬距離を試算するにあたって、使用した国土地理
院の道路データは全てトラック走行可能な路網として
解析した。まず、森林バイオマスと用材の目的地をそ
れぞれ、チップ工場または発電施設建設予定地および
共販所と設定した（図− 1、4）。目的地から各小班の
土場までの最短距離を dijkstra 法によって算出した。
　なお、土場と路網が接していない場合、路網から近
接する土場から順番に制限勾配 30％で dijkstra 法を用
いて到達路網を計画した。この到達路網開設について
は公的資金にて整備されるものとして支出に加味せ
ず、路網が完備された状態として試算した。路網配置
の結果、那須塩原市の路網密度は 43.5m/ha、鹿沼地区
の路網密度は 87.0m/haとなった（図− 8、9）。この値は、
那須塩原市においては緩傾斜地の目標値 35 ～ 50m/
ha17）内に収まるため、妥当と考えられるものの、鹿
沼地区においては、中傾斜地の目標値 25 ～ 40m/ha17）
のおよそ 2 ～ 3 倍の値となった。これは小班ごとに土
場を設置したため、対象であるスギ、ヒノキの小班数
の多い鹿沼市では目的地が多く、到達路網開設量が大
きくなったためである。実際、鹿沼地区では小班を団
地化して作業することが多く、この路網密度は現実と
は異なると考えられるため、本研究でも 6 章にて団地
化を取り上げ、そのときに路網配置について再度述べ
る。
3.3　作業路網密度
　各小班における作業路網密度を決定するために、那
須塩原市の作業地 3 箇所 13）、那須町の作業地 3 箇所、
鹿沼市の作業地 2 箇所、合計 8 箇所において平均林地
傾斜と作業路網密度を求め、近似式を作成したとこ
ろ（図− 10）、信頼度 R 2 が 0.77 と高い値を得たため、
本研究では平均傾斜から作業路網密度を算出すること
とした。
　d ＝ 956.72 θ -0.52 ⑴
但し、d：作業路網密度（m/ha）、θ：平均傾斜（°）
4．解析方法
　解析は大きく分けて 1）施業条件の設定及び収穫量
の推定、2）収入の試算、3）支出の試算、4）収支比
較の 4 つに分けられる。なお、本研究では作業システ
ムについては那須塩原市で行われているチェーンソー
伐倒造材、ミニグラップルローダ集積、林内作業車集
材作業システム（従来型作業）12）と、チェーンソー
伐倒、グラップルローダ集積、プロセッサ造材、フォ
ワーダ集材作業システム（機械導入型作業）13）の 2 つ、
また森林バイオマス搬出方法については、用材と同様
に森林バイオマスも搬出する通常搬出と、那須野ヶ原
地域の計画にある森林バイオマス土場渡し、そして森
林バイオマス搬出なし（初回間伐では切捨間伐、2 回
目間伐・主伐では用材搬出のみ）の 3 つの搬出方法に
ついて検討した。
　森林バイオマス土場渡しとは間伐・主伐で搬出され
なかった残材を、土場で 1,000 円 /m3 として受け渡す
ことを目標としており、森林組合や素材生産業者の伐
倒造材作業後、森林所有者が残材を自家労働で土場ま
で搬出し、取引するものを想定し、人件費、機械経費
などの支出を考慮していない 22）。
図－ 8　那須塩原市における到達路網計画配置図
図－ 9　鹿沼地区における到達路網計画配置図
図－ 10　路網密度と平均林地傾斜
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4.1　施業条件の設定と収穫量推定
　まず伐採林齢を決定し、必要な条件を設定した（表
− 2）。伐採林齢と伐採率、バイオマス率、用材率、
初回間伐の搬出率は、本対象地と同じく、栃木県内で
林地残材搬出を検討している佐野市管轄の森林組合の
調査資料を参考にした 31）。初回間伐で搬出する場合
は幹部を森林バイオマスとしてエネルギー利用するこ
とを想定しているが、収穫する際には林内で造材し、
末木枝条を除く幹部の 80% を森林組合の調査時に収
穫していたため、本研究でもこのように想定して解析
した。2 回目間伐と主伐の搬出率 109％は、材積表の
値が幹材積であるため枝条を搬出することを考慮して
100/92 を乗じたことによる 1）。なお、本編で取り扱っ
ている森林バイオマスとは、初回間伐では、切捨て間
伐によって林内に放置される幹部、また 2 回目間伐（利
用間伐）・主伐では、用材として搬出できず、林内や
土場に放置される小径木、曲り材、末木枝条である。
ここで設定した条件を基に、森林バイオマス収穫量、
及び用材収穫量を推定した。まず収穫表 15,16）を参考に、
樹種、林齢、地位からそれぞれ小班ごとに幹材積（m3/
ha）を求め、表− 2 の条件から伐採率、搬出率、面積
（ha）を乗じて収穫量（m3）を推定した。この収穫量
にバイオマス率を乗じて森林バイオマス収穫量（m3）
を、搬出量に用材率を乗じて用材収穫量（m3）を推
定した 31）。
4.2　収入の算出
4.2.1　用材価格およびバイオマス価格の設定
　那須野ヶ原地域の計画では、森林バイオマス工場
着価格 3,000 ～ 5,000 円 / トン 6）を想定しているため、
収益が得られるよう、計画最大値の 5,000 円 / トンを
用い、単位を揃えるために比重（表− 2）を乗じた
3,400 円 /m3 として通常搬出の場合の収入を試算した。
また、土場渡しでは 1,000 円 /m3 とし 18）、用材の価格
はスギ 11,000 円 /m3、ヒノキ 22,000 円 /m3 とした 12）。
4.2.2　補助金
　また、本研究では造林補助金も考慮した。標準単価
は林齢、間伐率、搬出の有無で決まり、初回間伐（林
齢 25 年）は間伐率 20％、通常搬出は搬出ありの標準
単価 346,329 円 /ha、森林バイオマス土場渡しと切捨
間伐は搬出なしの標準単価 94,440 円 /ha、2 回目間伐
（林齢 40 年）は間伐率 30％、すべての搬出方法で搬
出ありの標準単価 497,335 円 /ha に査定係数 1.7 と資
源循環利用林の補助率 4/10 を乗じた値、235,504 円 /
ha、64,291 円 /ha、338,188 円 /ha をそれぞれ補助金と
して計上した 26）。なお、全ての小班にこれらの補助
金を適用すると、多額の補助金予算が必要となるが、
本研究では各小班の収益性のみを検討し、補助金額・
補助金予算も含めた補助金体系については今後の検討
課題とする。
4.3　支出の算出
4.3.1　直接費算出
　直接費（表− 3）は労務経費を 1,300 円 / 人時と設
定し、機械価格、耐用年数、年間運転時間、減価償却
費率、維持修理費率、年間管理費率、減価償却費、維
持修理費、管理費、燃料・油脂費を用いて算出した。
また、森林バイオマスの集材と運材については枝条な
どにより嵩張ることを考慮し、容積比（表− 4）を用
いて直接費に重みを付けた 31）。なお本研究では、伐倒、
造材、集積、集材を含めて伐出費とする。
　また、直接費には土場作設費と作業路作設費を副作
業費として考慮した。土場作設には森林組合が使用し
ているグラップルローダと同一のベースマシンの利
用を仮定し、土場面積（m2）は出材量 V（m3/ha）に
比例するものとして、土場作設費 Dc （円）は土場面
積（m2）を一時間あたりの作設量（m2/ 時）で除して、
グラップルローダの機械経費を乗じて算出した。
　土場作設費 Dc ＝ 187.63V ⑵
　作業路作設費は、式（1）を用いて作業路網密度を
決定し、作業路作設単価 21）を乗じて算出した（表− 5）。
また、栃木県の標準単価 26）を参考に、補助率 4/10、
査定係数 1.7 として作業路補助金を算出した（表− 6）。
ここで、作業路作設単価のθ（°）と補助金算出の横
断傾斜角（°）は小班内の平均林地傾斜を使用した。
こうして求めた作設費と補助金の差分を、自己負担額
表－ 2　施業条件
*枝条を含む
表－ 3　直接費算出式
Ltは運搬距離（m)，Lyは集材距離（ｍ），Rt，Ryは容積比（表－ 4）を表す。
Vnは 1本あたりの幹材積，Vlは幹材積に造材歩留まり 0.8 を乗じた丸
太材積を表す。
表－ 4　容積比
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として支出に加味した。なお、平均傾斜は両調査地と
も面積が大きくなるに連れて急になる傾向が見られる
ため（図− 11）、面積が大きくなるに連れて作業路作
設費は大きくなることが予想される。
4.3.2　間接費算出　
　機械運搬費、車庫等管理費、諸経費、附帯人件費、
市場経費を考慮した 12,13,33）。機械運搬費は、機械運搬
単価に機械台数を乗じることによって求めた。ここで
いう機械台数とは作業使用機械台数からチェーンソー
などの手持ち機械を除いた機械数のことである。し
たがって、従来型はミニグラップルローダ、林内作
業車の 2 台となり、機械導入型はグラップルローダ、
プロセッサ、フォワーダの 3 台になる。運搬単価は
50,000 円 / 台としたため、1 小班あたりの機械運搬費
は 100,000 円もしくは 150,000 円となる。
　車庫等管理費は簡易施設費（2,000 円 / 台日）に搬
入機械台数と現場滞在日数を乗じることにより求め
た。ここで現場滞在日数は一日の作業時間を 6 時間と
し、各種機械の作業時間 (h/m3) から求めた。諸経費
は直接費合計額に間接諸経費率（0.2）を乗じること
により、附帯人件費は労務賃金合計額に附帯人件費率
（0.55）を乗じることによりそれぞれ算出した。
　市場経費は、市場での椪積み料と組合手数料と市場
手数料を併せた市場へ支払う支出で、矢板地区を管轄
する森林組合への聞き取り調査により、本研究では椪
積み料を 700 円 /m3 に伐出材積 (m3) を乗じることに
より、組合・市場手数料 ( 円 ) は合わせて木材売上額
( 円 ) に 0.1 を乗じることにより算出した。
4.3.3　育林費
　大川畑 14）より、スギ、ヒノキを林齢 50 年まで育成
するコスト（スギ、ヒノキそれぞれ 2,512,376 円 /ha、
2,892,365 円 /ha）を育林費とした。またその際、育林
補助金を考慮した。栃木県内では、補助事業が受けら
れる林齢が決まっているため、50 年生までの主な施
業で補助が受けられる回数は、再造林 1 回、下刈り
10 回、枝打ち 2 回、除伐 1 回となる。今回の試算では、
スギ、ヒノキそれぞれ再造林１回と、下刈り（１回刈り）
を 10 回、枝打ち 2 回（2 ｍ未満と 3.5m 未満）を受け
るものと仮定すると、スギの標準単価は 1,805,000 円
/ha、ヒノキは 1,793,000 円 /ha となった。補助率と査
定係数を造林補助金と同様 4/10 と 1.7 として算出する
と補助金は 1,227,400 円 /ha、1,219,240 円 /ha となり、
補助金を差し引いた育林費の自己負担額はスギ、ヒノ
キそれぞれ 1,284,976 円 /ha、1,673,125 円 /ha となる。
4.4　費用配分
　費用配分および、計上する費用は作業システムと
森林バイオマスの搬出方法によって異なる（表− 7）。
通常搬出の場合、初回間伐では森林組合の作業に則り、
搬出される幹部を森林バイオマスとしてエネルギー利
用するとし、すべてのコストを森林バイオマス搬出コ
ストとして計上した。2 回目間伐、主伐の伐倒造材、
土場作設費、機械運搬費、市場経費については用材搬
出が目的の行為であり、森林バイオマスは付加的に発
生するものとして、すべてのコストを用材搬出コスト
として計上した。その他の集運材コスト、車庫等管理
費、諸経費、附帯人件費は用材とバイオマスの量に応
じて配分した。また、作業路作設費はバイオマスと用
材の合計費用に追加した。
　森林バイオマス土場渡しについての試算では、土場
までの搬出は自家労働で経費は計上せず、従来型初回
表－6　作業路補助金単価（円/m）
表－ 5　作業路作設費条件
θは平均林地傾斜（°）
表－ 7　費用配分表
a：森林バイオマス通常搬出、b：森林バイオマス土場渡し、c：森林
バイオマス搬出なし
○：費用計上有　△：材積量で分割
図－ 11　小班面積と平均傾斜の関係
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間伐では伐倒造材、それにかかる附帯人件費、諸経費、
作業路作設費のみを計上した。また、機械を導入して、
用材を搬出しないという設定は現実と乖離しているた
め、初回間伐では機械導入型も従来型と同様の費用の
みを計上した。2 回目間伐、主伐の場合は通常搬出と
変わらずに用材搬出を行うとし、用材搬出にかかるコ
ストのみを計上した。
　森林バイオマス搬出なしの場合、初回間伐ではどち
らの作業システムでも切捨間伐を想定し、作業路作設
は考慮せず、伐倒およびそれにかかる附帯人件費のみ
を計上した。2 回目間伐、主伐の場合は用材搬出にか
かるコストのみを計上した。
　また、作業路作設については切捨間伐以外の初回間
伐において完備されたものとし、2 回目間伐、主伐に
おける再整備は考慮していない。初回間伐が切捨間伐
である森林バイオマス搬出なしでは、2 回目間伐にて
作業路作設を行うものとした。ただし初回間伐が従来
型と同じ方法となる土場渡し機械導入型の場合、初回
間伐で完備するのは幅員 2m の従来型用の作業路のた
め、2 回目間伐時に 3.5m に拡幅することとし、機械
導入型の作業路作設費を計上した。このように従来型
と機械導入型が交じる場合、両者の作業路作設費を見
込んだ。
5．結果
5.1　森林バイオマス通常搬出
　各対象地での通常搬出における平均コストの内訳を
それぞれ表− 8、9 に示す。森林バイオマス収穫作業
は初回間伐では森林バイオマスに搬出コストが全て計
上されるため、従来型の平均コストはどちらの対象地
でも 10,000 円 /m3 前後と高く、補助金を考慮した収
入を上回る。ただし、那須塩原市と鹿沼地区では地位
が大きく異なり（図− 5）、収穫表の材積に大きな差
がでることから、m3 あたりの平均コストでは鹿沼地
区のほうが那須塩原市よりも低くなっている。
　また、機械導入型ではプロセッサとフォワーダの導
入によって生産性が向上し、伐出費の低下や、作業時
間の減少による附帯人件費、諸経費、車庫等管理費が
低下するものの、導入機械が増え、機械運搬費が増加
するため、初回間伐では小班面積が大きく、収穫量の
大きい小班では従来型作業よりも低コストとなるが、
逆に、小班面積が小さく、収穫量が小さいと最大で
40,000 円 /m3 程度となる小班もあった。また、那須塩
原市の伐出費は機械導入型のほうが従来型よりも高コ
ストとなっているが、これはチェーンソー造材とプロ
セッサ造材に使用した式はどちらも一本あたりの材積
に反比例するが（表− 3）、プロセッサ造材における
係数が大きいため、材積が小さいとチェーンソー造材
よりも費用が高くなるためである。一方、材積の大き
い鹿沼地区では初回間伐でもプロセッサ導入の効果が
見られる（表− 9）。
　用材搬出では、2 回目間伐のコストが主伐よりも高
くなっているが、これは 1 本当り材積が小さく、伐倒
造材費がかさむことと、機械運搬費が固定費であるた
め収穫量に反比例し、収穫量の少ない 2 回目間伐では
m3 あたりの機械運搬費が高くなるためである。2 回
目間伐の機械導入型では森林バイオマス搬出の初回間
伐と同様に、機械導入台数増加による間接費上昇が見
られ、従来型よりも機械導入型の間接費が増加した。
逆に主伐では機械導入型の間接費が減少しているが、
これは収穫量が大きいため、m3 あたり機械運搬費の
上昇が少なく、それよりも機械導入による生産性の向
上で作業時間が短縮し、附帯人件費、諸経費、車庫等
管理費が低減した効果が大きいためである。これに
より、機械導入型の用材搬出コストは従来型に比べて
1,000 ～ 2,000 円 /m3 程度低コストとなる。
　森林バイオマス搬出と用材搬出を併せた合計費用に
考慮した作業路作設費は機械導入型よりも幅員の狭い
従来型のほうが低い。合計費用における鹿沼地区での
従来型の主伐間接費は収穫量が大きいにもかかわら
ず、2 回目間伐よりも高くなっているが、これは従来
型での作業では収穫量が大きいために日数がかかり附
帯人件費、車庫等管理費などが嵩んだためである。一
方、那須塩原市では材積が小さいため、このような傾
向は見られなかった。収穫量に多少差があっても、全
体の合計費用には各対象地の特色はなく、ほとんど同
じ値となった。
　次に収支について見ると、初回間伐において、従来
型では面積が大きく、平均傾斜が緩やかな小班を主体
として那須塩原市でも鹿沼地区でも少数ではあるが収
支プラスとなる小班が存在したが、機械導入型ではど
ちらも収支プラスとなる小班は存在しなかった（表−
10）。これは上述したとおり、機械運搬費が大きく、
初回間伐で得られる収穫量では賄えないためである。
2 回目間伐、主伐においてはどちらの対象地でも機械
導入型の効果が見られ、特に主伐においてはどちらの
対象地も収支がプラスとなる小班がほぼ 100％となっ
ている。
表－ 8　那須塩原市における通常搬出の平均コストと収入の内訳
表－ 9　鹿沼地区における通常搬出の平均コストと収入の内訳
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　育林費を除く 60 年伐期全体の収支では、従来型で
は 34 ～ 40％、導入型では 81 ～ 85％程度の小班が収
支プラスと、どちらの対象地でも機械導入型の効果が
見られた。育林費を考慮した 60 年伐期全体の収支で
も、従来型では 20 ～ 27％、導入型では 35 ～ 37％程
度の小班が収支プラスと、どちらの対象地でも機械導
入型の効果が見られたが、育林費を考慮することによ
り収支プラスとなる小班は大幅に減少し、現状の森林
経営の状況を反映した結果となっている。
　地形的特徴として、育林費を考慮した 60 年伐期全
体の収支がプラスとなる小班における小班面積と平均
傾斜、集材距離、運搬距離、作業路作設量の傾向を
みた（図− 12）。両対象地の機械導入型では小班面積
が大きくなるに連れて育林費を考慮した 60 年伐期全
体の収支がプラスとなる小班割合も大きくなったが、
5.0ha 以上では減少する傾向が見られた。生産性が高
い機械導入型では面積が大きくなるにつれて収穫量が
増し、間接費の低減のため収支プラスとなる小班割合
が増加するが、逆に面積が大きいと傾斜が急となり（図
− 11）、作業路作設費が大きくなるため、5.0ha 以上
では収支プラスとなる小班割合が減少したと考えられ
る。なお、実際には傾斜が急な林地では架線集材が行
われることが考えられ 31）、架線集材も含めた作業シ
ステムの検討については今後の課題である。
　鹿沼地区の従来型では面積に対して収支プラスとな
る小班割合が一様である傾向が見られるが、これは用
材運搬距離が深く関わっている。図− 13 より鹿沼地
区においては用材運搬距離が長くなるにつれて面積の
大きい小班割合が増加する傾向が見られ、面積の小さ
い小班では用材運搬距離が短い傾向が見られる。その
ため、鹿沼地区の従来型では面積の小さい小班は用材
運搬距離が短いために収支プラスとして抽出され、逆
に面積が大きい小班では用材運搬距離が長いために収
支プラスとなる小班割合が抑制され、面積に対して収
支プラスとなる小班が一様の割合を示したと考えられ
る。
　面積に関係のある集材距離と作業路作設量は面積と
同様の傾向を示したが、それ以外の平均傾斜や、森林
バイオマス運搬距離では傾向は見られず、一様に抽出
されていた。ただし、用材運搬距離においては、那須
塩原市と、鹿沼地区の機械導入型で距離が長くなるに
つれて収支プラスとなる小班の割合が減少する傾向が
見られ、鹿沼地区の従来型では逆の傾向を示した。こ
れは前述したとおり、面積の小さい小班の用材運搬距
離が短く、面積の大きい小班は用材運搬距離が長いた
めである。
5.2　森林バイオマス土場渡し
　森林バイオマス土場渡しにおける試算結果を表−
11、12 に示す。森林バイオマス収穫費用は計上しな
いため表に記載しておらず、用材搬出は通常搬出と同
様に行うため同じコストとなっている。初回間伐の合
計費用では、作業路作設費は通常搬出と変わらないも
表－ 10　通常搬出における収支プラスとなる小班
表－11　那須塩原市における土場渡しの平均コストと収入の内訳
図－ 12　通常搬出における収支プラスとなる小班の地形的特徴
図－13　用材運搬距離と小班面積（左：那須塩原市、右：鹿沼地区）
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のの、伐出工程で伐倒造材のみ想定しており、これに
より間接費も減少するため、通常搬出の合計費用（表
− 8、9）と比べて 1/3 程度となった。2 回目間伐、主
伐では、用材搬出については通常搬出の用材搬出の値
と一致するが、合計費用では収穫量に搬出コストを計
上しない森林バイオマスも含むため、通常搬出と比べ
て 2 回目間伐で 4,000 円 /m3、主伐で 2,000 円 /m3 程度
減少し、全体の合計費用では通常搬出と比べ、半額程
度となった。この際、2 回目間伐が主伐より伐出費で
下回っているが、これは搬出費用を計上している用材
の収穫量が 2 回目間伐より主伐のほうが 1.8 倍ほど多
く、合計費用では森林バイオマスを含めた収穫量で割
っているため、森林バイオマス量の多い 2 回目間伐で
は値が低くなるためである。
　一方、機械導入型では、初回間伐は従来型作業を行
うため、2 回目間伐で作業路の拡幅工事を見込んで機
械導入型用の作業路作設コストを計上しているため、
機械導入型のほうが高コストとなっているが、伐出費
などで大幅にコストが低下するため、60 年伐期全体
では従来型よりも低コストとなっており、機械導入の
効果が現れている。
　初回間伐において、那須塩原市では 35％程度、鹿
沼地区では 10％程度、収支がプラスとなる小班が抽
出されたが、通常搬出と同様に平均傾斜が緩やかな小
班が主体であった（表− 13）。2 回目間伐では従来型
ではどちらの対象地も 80 ～ 100％抽出されているが、
拡幅工事費を見込んでいる機械導入型では 30 ～ 60％
程度となっており、作業路作設費に深くかかわる平均
傾斜が緩やかな小班が主体となって収支がプラスとな
る小班が抽出されていた（図− 14）。主伐では従来型
も導入型も収支がプラスとなる小班は 100％に近い。
　育林費を考慮した 60 年伐期全体の収支がプラスと
なる小班割合ではどちらの対象地でも従来型よりも機
械導入型の割合が大きくなっている（表− 13）。これ
は、平均コスト内訳を示した表− 11、12 でも明確な
ように、機械導入型のほうが低コストであるため、収
益でも機械導入型のほうが優っており、育林費を考
慮しても収支プラスとなる小班が多くなったと考えら
れる。また、土場渡しでは育林費を考慮した 60 年伐
期全体の収支がプラスとなる小班は通常搬出に比べて
50 ～ 83％程度と飛躍的に増加した。このことから、
森林所有者の自家労働による森林バイオマス土場渡し
の効果は通常搬出と比べて収益が増え、育林費を考慮
した 60 年伐期全体の収支がプラスとなる小班が増加
すること、作業路の拡幅を考慮しても機械導入型のほ
うが育林費を考慮した 60 年伐期全体の収支がプラス
となる小班割合は大きく、特に主伐においてその効果
が大きいことが分かった。
　通常搬出と同様に地形的特徴と育林費を考慮した
表－ 13　土場渡しにおける収支プラスとなる小班
表－ 12　鹿沼地区における土場渡しの平均コストと収入の内訳
図－ 14　2回目間伐収支プラスとなる小班の平均傾斜と面積割合
図－ 15　土場渡しにおける収支プラスとなる小班の地形的特徴
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60 年伐期全体の収支がプラスとなる小班の関係を以
下に示す（図− 15）。通常搬出の従来型では森林バイ
オマス搬出の負荷が大きく、小班面積に対する傾向は
一様となったが、土場渡しでは機械導入型と同様に小
班面積が大きくなるにつれて、育林費を考慮した 60
年伐期全体の収支がプラスとなる小班割合が増加する
傾向を示した。
　また、平均傾斜においてはどちらの対象地も面積が
大きくなるにつれて平均傾斜も増加する傾向があり
（図− 11）、鹿沼地区の機械導入型では平均傾斜が 30°
以下までは平均傾斜が急になるにつれて育林費を考慮
した 60 年伐期全体の収支がプラスとなる小班割合も
増加するが、平均傾斜が急だと作業路作設費がかさむ
ため、30°以上では極端に減少する。一方、那須塩原
市においても、従来型では一様であるが、機械導入型
では平均傾斜 20°をピークとして徐々に減少していく
傾向が見られた。鹿沼地区よりも平均傾斜のピークが
低いのは、地位分布による収穫量の差から、鹿沼地区
よりも那須塩原市の収穫量が小さく、作業路作設費の
影響を受けやすいためだと考えられる。
　集材距離と作業路作設量は、通常搬出と同様に面積
に関係していることから、それらが増加するにしたが
って育林費を考慮した 60 年伐期全体の収支がプラス
となる小班割合も増加傾向にある。土場渡しでは森林
バイオマス運搬費は考慮していないため、森林バイオ
マス運搬距離に関して特に傾向は見られなかった。用
材運搬距離については那須塩原市では運搬距離が増加
するにつれて育林費を考慮した 60 年伐期全体の収支
がプラスとなる小班割合は減少傾向を示したが、鹿沼
地区では運搬距離に対して一様な傾向を示した。鹿沼
地区では用材運搬距離が長くなるに連れて面積の大き
い小班が多く分布しており（図− 13）、森林バイオマ
ス土場渡しでは、面積の大きい小班は収支がプラスと
なる割合が大きかったため、距離にかかわらず収支が
プラスとなる小班割合は一様になったと考えられる。
5.3　森林バイオマス搬出なし
　森林バイオマス搬出を考慮しない場合の平均コスト
内訳を表− 14、15 に示す。なお、森林バイオマスは
搬出していないため、表に記載していない。用材搬出
のみでは初回間伐は切り捨て間伐を想定していること
から伐倒と附帯人件費のみ考慮し、通常搬出や土場渡
しよりも低コストとなった。このとき、初回間伐では
すべての小班で支出を補助金で賄える試算となったた
め、補助金は支出と同額とした。2 回目間伐、主伐は
それぞれ用材搬出のみのコストであるため、森林バイ
オマス搬出のコストを除いた通常搬出や土場渡しと全
く同じコストとなる（表− 8、9、11、12）。ただし収
穫量は森林バイオマスを含めない、用材のみとなるた
め、合計費用は森林バイオマスを含む通常搬出や土場
渡しより高い。
　収支プラスとなる小班を表− 16 に示す。切捨間伐
を想定した森林バイオマス搬出なしの初回間伐では補
助金で全て賄われるためどちらの対象地でも収支プラ
ス小班は 100％とする。通常搬出や土場渡しで収支マ
イナスとなる小班においては、切捨間伐は初回間伐で
は効果的であると言える。作業路作設費が計上される
2 回目間伐の従来型では幅員が狭く、費用が安価なた
め 80％程度の小班が収支プラスとなるが、機械導入
型では 25 ～ 50％程度が収支プラスとなっており、土
場渡しと同様、作業路作設費に深くかかわる平均傾斜
が緩やかな小班が主体となって収支プラスとして抽出
されていた。主伐では機械導入型で収支プラス小班は
100％となり、育林費を考慮した 60 年伐期全体でも機
械導入型のほうが収支プラスとなる小班割合が大き
い。3 種類の搬出方法、2 種類の作業システムの中で
は森林バイオマス土場渡しの機械導入型が、育林費を
考慮した 60 年伐期全体の収支がプラスとなる小班割
合が最も高かった。
　図− 16 に森林バイオマス搬出なしで抽出された育
林費を考慮した 60 年伐期全体の収支がプラスとなる
表－ 14　那須塩原市における森林バイオマス搬出なしの平均コストと収入の内訳
表－ 15　鹿沼地区における森林バイオマス搬出なしの平均コストと収入の内訳
表－ 16　森林バイオマス搬出なしにおける収支プラスとなる小班
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小班における地形的特徴を示す。小班面積と平均傾斜
においては土場渡しと同様の傾向がみられた。ただし、
鹿沼地区の従来型では 0.5ha 以下の小班における育林
費を考慮した 60 年伐期全体の収支がプラスとなる小
班割合は土場渡しと同様の値だが、それより大きい面
積の小班では割合が減少している（図− 15、16）。こ
れは、土場渡しと比べて収入が低下し、用材搬出距離
が近距離かつ面積の大きい小班が主体となって抽出さ
れ、遠距離かつ面積の大きい小班が抽出されなかった
ためだと考えられる。
　また、面積に関係する集材距離、作業路作設量など
も土場渡しと同様の傾向が見られた。森林バイオマス
運搬距離は森林バイオマス収穫費用を計上していない
ため土場渡しと同様に傾向は見られなかった。用材運
搬距離については那須塩原市と鹿沼地区の従来型作業
では距離が長くなるに連れて育林費を考慮した 60 年
伐期全体の収支がプラスとなる小班割合の減少が見ら
れ、鹿沼地区の機械導入型は一様の割合であった。
6．考察
6.1　適正化
　前章の結果より、収益が最大となる作業システムや
搬出方法は面積と平均傾斜に影響されることが分かっ
たため、小班ごとに面積や平均傾斜に合わせて、60
年伐期全体の収益が最大となるよう初回間伐、2 回目
間伐、主伐における森林バイオマス搬出方法や作業シ
ステムを適正化した結果、各小班に対して最適な搬出
方法と作業システムの組み合わせは 7 パターンに分か
れることがわかった（表− 17）。主伐は圧倒的に土場
渡し機械導入型が多く、2 回目間伐も従来型か機械導
入型の土場渡しのみが適用されている。
　この 7 パターンは面積と平均傾斜に関係して分かれ
ていることが分かった。平均傾斜の傾向を急、中、緩
の 3 つに分けるとパターン A、B が急、パターン E、
G が中、パターン C、D、F が緩となり（図− 17）、
急および中程度のパターン A、B、E、G では従来型
か機械導入型システムのどちらかに統一されている。
これは平均傾斜が中～急だと、作業路網密度は減少す
るものの、1m あたりの作業路作設費が嵩むことから
従来型、もしくは機械導入型のみとすることで作業路
開設をどちらか一方とし、支出が低減されるためであ
る。その他の傾斜の緩やかなパターン C、D、F では
両者の作業システムが混合していることから、従来型
の作業路作設後、機械導入型作業を行う際に拡幅工事
費として機械導入型用の作業路作設費を計上している
が、傾斜が緩やかで作業路作設単価が低いため、支出
が抑えられる形となる。
　また、面積の傾向を大、中、小で分けると、パター
ン B、C、G、は大、パターン A、D が中、パターン E、
F が小となる（図− 17）。通常搬出を行うパターン B、
C、G は面積が大きく収穫量が大きいために間接費が
低減され、初回間伐でも収支プラスとなることができ
たと考えられる。その他の面積が小さく収穫量が小さ
い場合は土場渡し従来型や切捨間伐が適用される形と
なる。
　適正化による収支プラスとなる小班割合は那須塩
原市では 72％、鹿沼地区では 87％へ上昇した（表−
18、図− 18、19）。収支プラスとなる小班割合が 100
％となっているパターン C、D は平均傾斜が緩で面積
が大、もしくは中となっており、 90％程度の割合を示
表－ 17　適正化における結果
図－ 16　搬出なしにおける収支プラスとなる小班の地形的特徴
図－ 17　各パターンの傾向
表－ 18　適正化における収支プラスとなる小班
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すパターン G は平均傾斜が中で面積が大、パターン
B は平均傾斜が急で面積が大、パターン A は平均傾
斜が急で面積が中となっている。収支プラスとなる小
班割合が半分程度のパターン E は平均傾斜が中で面
積が小、パターン F は傾斜が緩で面積が小となって
おり、どちらも面積が小さい小班が多いことから、収
支プラスとなる小班割合を増加させるには団地化が効
果的であると考えられる。
　また、従来型と機械導入型が交じる場合には、従来
型作業を初回間伐に行う場合には、従来型用の作業路
作設費を計上し、2 回目間伐、または主伐の機械導入
時に、拡幅工事費を見込んで機械導入型用の作業路作
設費を計上しているが、2 回目間伐、または主伐にお
いて機械を導入する予定の林分においては、初回間伐
で機械導入型の作業路作設費を完備することによって
さらなる低コストが望めると考えられる。
　そこで従来型と機械導入型が交じる場合、幅員
3.5m の機械導入型用の作業路を初期に整備すること
として試算を行ったところ、最適な搬出方法と作業シ
ステムは那須塩原市で 7 パターン、鹿沼地区で 6 パタ
ーンに分かれた（表− 19）。これにより初回間伐が切
捨間伐のパターン A がなくなり、初回間伐も通常搬
出や土場渡しなどによって森林バイオマスを収穫する
ほうが収益が得られることが明らかとなった。さらに
収支プラスとなる小班割合は、初期整備にて機械導入
型用の作業路を考慮した場合が、従来型用と機械導入
型用のどちらも作業路作設費を考慮した場合よりも増
加することが判明した（表− 18、20）。
6.2　団地化
　団地化（施業の集約化）はコスト低減に有効とされ
ているものの、森林所有者の合意が難しいといった問
題点がある 27）。本研究では地形特性に着目し、分水
界を用いて団地化の検討を行った。
6.2.1　手法
　まず、GIS を用い、それぞれの DEM データから分
水界を発生させた。閾値は GIS で設定できる最小値
である、32ha（128 セル）とした（図− 20）。次に分
水界と小班界が必ずしも一致しないため、小班セルを
分水界ごとに数え、最も占有率の多い分水界をその小
班の分水界とした（図− 21）。最後にその分水界を基
に、スギ、ヒノキ林分を対象として、同じ分水界内で
隣り合う小班を 1 団地として抽出した（図− 22）。　
　この結果、那須塩原市は平均小班面積が 0.64ha か
ら平均団地面積 2.42ha へ、最大小班面積が 19.25ha か
ら最大団地面積 245.75ha へ、鹿沼地区では平均小班
面積が 0.75ha から平均団地面積 19.81 ha へ、最大小
班面積が 31.50ha から最大団地面積 492.75ha へ、小班
図－ 18那須塩原市における適正化後の収支分布
図－ 19　鹿沼地区における適正化後の収支分布
図－ 20　分水界の発生
表－ 19　機械導入型用作業路初期導入における結果
表－20　機械導入型用作業路初期導入における収支プラスとなる小班
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数が那須塩原市は 5,756 小班から 1,519 団地へ、鹿沼
地区は 32,851 小班から 1,237 団地へと移行した（図−
23、24）。
　団地化した後、収支を算出するために 3 章で述べた
方法と同様に土場の設定、集材距離、運搬距離の算出
を行った。また、団地ごとに到達路網を開設した（図
− 25、26）。この時の林内路網密度は那須塩原市で
30.8m/ha、鹿沼地区では 26.4m/ha となり、どちらの対
象地でも小班ごとに開設する場合よりも林内路網密度
は低くなった。また鹿沼地区では、団地化により林内
路網密度は目標値 25 ～ 40m/ha17）内に収まっている。
6.2.2　結果
　搬出方法と作業システムの適正化を行った場合を
表− 21 に示す。このとき、両対象地とも全施業で土
場渡し従来型を行うパターン E と主伐のみ土場渡し
導入型を行うパターン F の 2 パターンに分けられた。
パターン E とパターン F は小班ごとの解析では面積
が小さい小班が適用されていたが（図− 17）、団地化
後ではパターン E は面積が大きく、平均傾斜が急な
団地が、パターン F では面積が小さく平均傾斜が緩
表－ 21　団地化後の適正化における結果
表－ 22　団地化後の適正化における収支プラスとなる団地
図－ 21分水界と小班界の一致
図－ 22　団地化の結果（左：鹿沼地区，右：那須塩原市）
図－ 23　那須塩原市における小班数と団地数割合
図－ 24　鹿沼地区における小班数と団地数割合
図－ 25　那須塩原市における団地化後の到達路網配置
図－ 26　鹿沼地区における団地化後の到達路網配置
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やかな団地が当てはまっている（表− 21）。収支プラ
スとなる団地割合は鹿沼地区では 100％、那須塩原市
では 99％となり、団地化の効果が明らかとなった（表
− 22）。
6.3 ポテンシャル評価
　両対象地における適正化、団地化で収支プラスとな
る小班、団地からの用材、および森林バイオマスの収
穫可能量を表− 23、24 に示す。那須塩原市では森林
バイオマス収穫可能量は約 71 万 m3、鹿沼地区ではお
よそ 690 万 m3、用材収穫可能量は那須塩原市で 115
万 m3、鹿沼地区で 1,100 万 m3 となった。これを伐期
の 60 年で割ると年間森林バイオマス収穫可能量は那
須塩原市で 11,849m3/ 年、鹿沼地区で 115,213m3/ 年と
なり、年間用材収穫可能量は那須塩原市で 19,084m3/
年、鹿沼地区で 184,019m3/ 年となる。
　那須野ヶ原の計画では 500kW の木質ガス化発電施
設が必要な森林バイオマス量は 4,000 トン / 年 6）と
されているため、比重 0.68 トン /m3 で割るとおよそ
6,000m3/ 年となる。そのため、那須塩原市の森林バイ
オマス収穫可能量 11,849m3/ 年は発電施設が必要な量
のおよそ 1.8 倍で、持続的な森林経営を行うことによ
り、発電施設が持続できる森林バイオマスを長期的に
確保することができると考えられる。また、用材収穫
可能量 19,084m3/ 年は、那須塩原市における計画伐採
量 25,700m3/ 年 23）のおよそ 7 割を占め、合計収穫可
能量 30,933m3/ 年では計画伐採量を満たしている。
　一方で鹿沼地区では佐野の発電施設が必要とする
年間木質バイオマス需要量 10 万トン（147,000m3）の
8 割を賄う量を供給可能である。また、鹿沼地区の用
材収穫可能量は計画伐採量 36,600m3/ 年 24）のおよそ
5.1 倍の量で、こちらも安定供給が可能と考えられる。
　また、団地化後でも同様に両対象地とも森林バイオ
マス、用材の目標値はまかなえることがわかる（表−
24）。
　本研究ではここまで到達路網は完備されたものとし
て解析を行ってきたが、実際には路網の整備は時間が
かかるため、最後に到達路網を配置せず、現況路網に
て到達可能である小班で推定した収穫可能量を表−
25、26 に示す。現況路網で到達できる収支プラスと
なる小班は、那須塩原市では路網完備の場合の 2,879
小班に対して 2/3 程度の 1,801 小班、鹿沼地区は小班
数が多く、到達路網開設量（図− 9）が多いため、到
達路網開設を考慮した場合の 23,551 小班から 1/3 程度
の 8,940 小班に減少した。団地化後では那須塩原市が
1,456 団地から 1,126 団地、鹿沼地区では小班と同様
に到達路網開設量（図− 26）が多いため、1,237 団地
から 788 団地と大幅に減少した。
　表− 25 ～ 28 を比較すると明らかな通り、小班数の
減少は収穫量にも現れた。年間森林バイオマス収穫可
能量は那須塩原市では適正化後で 7,805m3/ 年、団地化
後で 14,350m3/ 年、鹿沼地区では適正化後で 50,313m3/
年、団地化後で 120,775m3/ 年、用材収穫可能量は那
須塩原市では適正化後で 12,575m3/ 年、団地化後で
23,200m3/ 年、鹿沼地区では適正化後で 80,443m3/ 年、
団地化後で 193,170m3/ 年と到達路網開設を考慮した
場合と比べて減少した。そのため、持続可能な森林経
営、木材の安定供給を目指すためには到達路網開設は
欠かせないものであることが確認される。
7．総括と課題
　那須塩原市および那須町での間伐作業調査のデータ
を基に、那須塩原市と鹿沼地区を対象に GIS を用い
て森林バイオマス搬出を含めた収穫コストを小班単位
で試算し、経済性評価を行った。用材の収穫に加えて
森林バイオマスを通常搬出すると余分にコストがかか
るため、現在の搬出方法における収支プラスとなる小
班割合はどちらの対象地でも 20％程度にとどまった
が、機械導入型作業システムや、那須野ヶ原地域の事
業にある、森林バイオマス土場渡しを考慮すると収支
プラスとなる小班割合は森林バイオマス搬出を考慮し
ない場合より増加した。森林バイオマス搬出が育林費
を考慮した 60 年伐期全体の収支に与える影響は大き
く、通常搬出では森林バイオマス搬出はマイナスに働
くが、森林所有者が自家労働などで土場まで森林バイ
オマスを搬出するならば森林バイオマス搬出はプラス
に働くことがわかった。
　また、これらの結果から、森林バイオマス搬出方法
や各作業システムには特色があるため、収支プラスと
なる小班が増加するよう搬出方法や作業システムの適
正化を行ったところ、面積と平均傾斜によって 7 パタ
ーンに分かれること、用材搬出のみや全小班で同じ搬
出方法を行うよりも、小班ごとに適切な搬出方法を選
表－ 23　適正化における収穫可能量（㎥）
表－ 25　現状路網配置における適正化後の収穫可能量（㎥）
表－ 24　団地化後の適正化における収穫可能量（㎥）
表－26　現況路網配置における団地化後の適正化における収穫可能量（㎥）
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択することにより、収支プラスとなる小班が増加する
ことが明らかとなった。
　また、面積が大きくなるにつれて収支プラスとなる
小班が増加する傾向が見られたため、GIS を用いて分
水界を発生させ、団地化について検討した。那須塩原
市は小班が分散していることから団地数が多く、鹿沼
地区では昔ながらの林業地ということもあり、比較的
団地がまとまっていた。森林所有者の合意形成まで考
慮することは難しいため、本研究では地形特性のみに
着目して団地化の検討を行ったが、搬出方法、作業シ
ステムを適正化して収支を試算したところ、どちらの
対象地でもほぼ全域で収支がプラスとなり、団地化の
効果が見られた。
　課題として本来路網整備には長期的な視点が必要で
あるが、本研究では到達路網開設を年間開設量など考
慮せず、完備した形として用いたため、今後、現状の
林況、路網状況から、将来、開設される路網量を考慮
に入れながら検討するとともに、森林バイオマスを含
めた収穫作業に最適な路網配置について検討する必要
がある。また、本研究では間伐は必ず 2 回行うとした
ため、間伐効果については検討していない。今後は間
伐時期や間伐回数、伐期などの施業方針の変更、また、
本研究では収入も平均材価で計算しているが、施業方
針の変更による材の量的、質的変化による収支の変化
なども考慮に入れて検討する必要がある。
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